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抵当権は所有権とは対抗は出来るか

事実経緯

A機械メーカー公司（以下、A社という）はBプラスチック成型公司（以下、B社という）とは生産設備（以下、設備という）の売買契約を締結し、B社による対Ａ社の設備代金のすべてを完済するまでにその設備の所有権はＡ社に帰属すると約束した。

契約後、B社はA社に代金一部しか払わず、残金10万元をずっと支払わなかったため、Ａ社はB社に提訴した。

裁判所の判決
裁判所はA社の提訴を受理、開廷後、B社にA社に対する残金10万元の支払を命じた。

然し、B社が判決を履行しなかったため、A社は裁判所に判決執行を申請した。裁判所がB社の工場内にある設備を差し押さえた際、B社は設備をすでに抵当したと釈明し、Ａ社は当該設備に所有権を留保していると強調した。

執行裁判官は双方の言い分に対して調べ、B社がA社から購入した設備を直ちに地元の信用金庫（以下、C社という）に融資のために抵当し、且つ工商管理部門に抵当登記を行ったと分かった。

A社はC社と共に裁判所による設備競売に賛同したが、A社は設備に所有権を有し、故に競売金が自分に帰属すると強調。一方、C社は抵当権人として、競売金を優先的求償する権利を有すると反論。

裁判所はC社が設備の競売後優先的に求償すべきと判決を下した。

コメント

本案は実質的に所有権留保効力と抵当権遡及力との競合関係にある問題である。
中国契約法第百三十四条に初めて中国の所有権留保制度を決めたが、抵当人は抵当物を他人に譲渡したとしても、抵当権の効力に影響しない。抵当権は抵当物の分割、譲渡によって影響されない。

本案のC社は抵当権は善意に取得し、且つ法定機関の登記を経た。抵当権は他物権に属し、他物権の存在は所有権に対する制限を形成し、所有権に対抗する効力を有する。他物権の合法存続期間中、所有権は他物権に優先させる効力が無い。それは民法理論上の所謂担保物権は所有権を優先させる規則である。
抵当権の遡及力によって、抵当物の所有権は譲り受けられたとしても、抵当権人は原則上抵当物の所在を追及し、その現在の所有権人に抵当権を主張しなければならない。同時に抵当権に追究効力を賦与されることこそ、抵当権人の権益を充分に保障することが出来る。
A社は最初起訴際、B社の残金のみ請求し、設備の返却を求めず、裁判所の判決もB社に残金支払を命じた。
従って、A社は実質的に所有権留保を放棄し、その権利の性質は一般債権に転換されたと考えられる。

6．現実に、多くの企業は、取引契約に所有権留保の条項記入を忘れていないようであるが、本案のB社のように契約履行中抵当権の設定もありうることを念頭に置くべきだろう。


輸出企業輸出貨物税金(免除)還付申告送金資料提供

関連問題に関する公告についての解説
2013年6月9日、国家税務総局は「輸出企業輸出貨物税金(免除)還付申告送金資料提供関連問題に関する公告」（以下、本公告という）を公布し、今年8月1日から実施することを決めた。その概要を以下の通り概括してみることにします。
一、背景

今年第1四半期、中国の輸出は急増、18.47％に達し、市場の予測を大きく上回った。この「数字繁栄」は異常な現象であると多方面より指摘された。実際に广東省、深センを中心とする保税区では多くの企業は、保税区の優遇政策を悪用し、１ロット貨物を繰り返す通関の手口で虚偽国際貿易を作り、不正の利益を稼いだことがもはや業界の秘密ではないようである。それは輸出急増の虚像を作り上げただけでなく、国内に流れ込んだホットマネーが国内の流動性を推し進めた。「数字繁栄」の異常さを正し、輸出税金還付を騙す違法行為発生を防ぐために国家税務総局は本公告を制定した。

二、申告締切日

輸出企業は輸出貨物の税金（免除）還付の申告について、税金（免除）還付申告締切日までに送金し、且つ、本公告の規定によって外貨受取資料を提供しなければならない。さもなければ、本公告第五条に取り上げられる外貨受取ができない、または輸出貨物税金（免除）還付申告期の締切日までに外貨受取できない輸出貨物を除き、増値税免税政策に適用される。

査察対象企業

下記のいずれかに当たる輸出企業は税金（免除）還付を申請際、外貨を受け取った輸出貨物に対して「輸出貨物外貨受取申請表」を記載し、該当貨物銀行外貨決済証票などを提出しなければならない。
外貨管理部門よりB、C類企業として指定される。
２、外貨管理部門より重点的監視企業として指定される。
３、人民銀行より国境を跨る貿易人民幣重点的監視企業として指定される。
４、税関よりC、D類企業として指定される。
５、税務機関よりD類納税信用ランクとして指定される。
６、増値税専用領収書或いはその他増値税税金控除証票の乱発、増値税の脱税、国家輸出税金還付などによって、納税機関によって行政処分を与えられた。
７、輸出入管理、外貨受取送金管理等規定に違反したため、税関、外貨管理、人民銀行、商務等部門より行政処罰を与えられた。
８、主管税務機関に申告した外貨受取れなかった原因は虚偽である。
９、主管税務機関に提供した輸出貨物外貨受取証票は偽造である。
四、2014年5月1日より輸出企業の前年度外貨受取率は70％を下回った場合、当該輸出企業の当年5月から翌年4月まで税金（免除）還付の申告について本公告第二条の規定によって執行する。

主管税務機関は、輸出税金（免除）還付を審査中、前項輸出企業の税金（免除）還付を申告する輸出貨物に対し更に真実性を確認する必要であると発見した場合、当該企業は主管税務機関の通知を受け取った後、「生産企業輸出業務自査表」等記入しなければならない。主管税務機関は企業の提出申告表などに対して審査し、間違いがないことを確認した後、はじめて該当輸出貨物税金（免除）還付を取扱うことができる。

契約にすべての外貨受取の最終期日は輸出税金（免除）還付申告期限締切日の後にすると決められた場合、輸出企業は契約に決めた最終外貨受取期日の翌月の増値税納税申告期間内に主管税務機関に外貨受取証票を提供しなければならない。提供が出来ない場合、かかる輸出貨物に増値税免除政策を適用される。

主管税務機関は、輸出企業より輸出貨物税金（免除）還付申告の為に提供された外貨受取資料が虚偽または偽造であると発見した場合、かかる輸出貨物に増価税を適用され、税金騙し、脱税の場合、査察部門が取調、処罰しなければならない。

八、省レベル国家税務局は評価指標、警告予測値を設け、人民銀行、外貨管理局の提供した輸出外貨受取データによって、輸出企業の貨物流れ、資金流れについて定期的評価、警告予測を行い、輸出企業の申告した税金(免除）還付の輸出貨物外貨決算データが異常であると発見した場合、直ちに審査し、規定に違反したと見付かった場合、関連規定によって処理し、税金騙し、脱税に属した場合、査察部門が取調、処罰しなければならない。
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	国家税務総局の輸出企業輸出貨物税金(免除)還付申告送金資料提供に関する公告（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/08/01 

	2
	国家衛生と計画生育委員会の食品安全国家標準「食品生産通用衛生規範」(GB14881-2013）の配布に関する公告
	2013/05/24

	3
	国家税務総局の「税収違法案件發票検査協力管理弁法（試行）」の配布に関する通知
	2013/06/19

	4
	人力資源社会保障部の労務派遣行政許可実施弁法
	2013/07/01

	5
	国家税務総局、税関総署の税関輸入増値税専用納金書「先対比後控除」管理弁法関連問題に関する公告
	2013/07/01
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	民政部の養老機構管理弁法
	2013/07/01

	7
	民政部の養老機構設立許可弁法
	2013/07/01
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	国家税務総局の増値税一般納税人資格認定関連事項に関する公告
	2013/08/01

	9
	財政部、国家発展改革委員会の一部行政事業性費用の取消及び免除の公布に関する通知
	2013/08/01

	10
	国家税務総局の増値税納税申告調整関連事項に関する公告
	2013/09/01

	11
	国家税務総局の「税収票証管理弁法」の実施に関する若干問題の公告
	2014/01/01

	12
	全人大常務委員会の中華人民共和国特殊設備安全法
	2014/01/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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